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and related factors 
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本研究では、女性介護支援専門員(以下、CM)によるホームヘルプサービスのコーディネーターや訪問看護職

とのチーム活動(以下、TA)の実践とその関連要因を明らかにした。調査対象は、A圏域で無作為抽出したCM500

名である。分析対象は欠損値を除く女性CM205名(41．0%)とした。調査は郵送方法とした。分析方法は、「年齢」

「家族等への身近な介護経験」「職場外研修」「人的資源との肯定的な関係」を独立変数、「TA」を従属変数とし、

共分散構造分析を実施した。結果、モデルの適合度は、χ2(df)= 63.432(27)、GFI=0.938、AGFI=0.896、CFI=0.928、

RMSEA=0.081であった。TAに対し、「職場外研修」が5％、「人的資源との肯定的な関係」が0.1％水準で有意な

関連を示した。女性CMのTAを促進するには、職場外研修の受講、利用者や家族、職場内外の良好な関係の必

要性が示された。 

 

In this study,we investigated the practice of Team approaches (TA) by Women care managers (CM) that 
are adopted in concert with home-visiting service coordinators and home-visiting nurses, and clarified the 
related factors. The study subjects comprised a total of 500 CM randomly sampled from a single district of 
Japan. After excluding those with missing values, the remaining 205 (41.0%) CM served as the analysis 
subjects. A questionnaire was sent to them by mail. The independent variables were the age, presence or 
absence of private care experience, presence or absence of a history of attending off-the-job training in 
TA(training),and positive interpersonal relationships. The dependent variable was TA. As a result、the χ2、

GFI, AGFI, CFI, and RMSEA values were 63.432(27),0.938,0.896,0.928,and 0.081,respectively. TA were 
significantly correlated with positive interpersonal relationships (p<.001) and training (p<.05). Our 
findings suggest that, to promote TA of CM, it is necessary for them to have favorable relationships with 
people in their workplace and as well as service users and their families, training. 
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Ⅰ.はじめに 

 団塊の世代の意識に関する調査によれば、

要介護状態になった場合、希望する生活の場

所として「自宅」が多く、さらに希望する介

護者として在宅の専門職であるホームヘル

パーや訪問看護職等訪問系の在宅サービス

が上位となっている(内閣府,2012)。介護給

付費実態調査結果(厚生労働省,2001-2015)

においても、ホームヘルプサービスや訪問看

護は在宅サービスのなかでも利用率の高い

サービスとなっている。厚生労働省は 2025

年を目標に介護と医療の適切な機能を分担

する等在宅支援を充実させる方向性を示し

ている(厚生労働省,2013)。 

我が国の要介護・要支援高齢者のための支

援は、介護保険制度下でケアマネジメント方

式を活用し、チームで行うシステムとなって

いる。在宅化推進に寄与する特徴として、在

宅サービス事業所が有効に連携し、サービス

提供のマネジメントが的確に実践されるケ

アマネジメントの重要性が指摘されている。

ケアマネジメントを実践するのは、介護支援
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専門員である。介護支援専門員は、介護と医

療の両ニーズを有する高齢者を在宅で支え

るため、ホームヘルプサービスのコーディネ

ーターであるサービス提供責任者や訪問看

護ステーションの訪問看護職と連携を図り

ながらチームによる活動を展開している場

面が多いと推測される。また、平成 26 年に

改正された介護支援専門員の研修制度では、

連携や協働、チームアプローチに関する新規

の内容が講義および演習形式で設定されて

おり、チームによる活動の展開が重要視され 

ている(厚生労働省,2014)。 

介護支援専門員の多くは女性であり(厚生

労働省,2010)、女性が活躍できる職業ともい

える。また、介護支援専門員に関する調査研

究を概観するとケアマネジメント実践に影

響を与える要因として、介護支援専門員の個

人要因や職場内外での人間関係といった環

境要因の項目(馬場,2002;綾部ほか,2003;伊

藤ほか,2004;和気,2004;窪田,2004;畑,2005 

;木村ほか,2007;畑,2010;増田,2012;綾部ほ

か,2012;LEE ほか,2016 )が検証されている。

検証の結果、「性別」「相談援助の経験年数」

「職場内外の良好な人間関係」「研修」「資格」

等が関連要因として明らかとなっている。さ

らに「性別」に関しては、女性の方が様々な

ケアマネジメントの展開場面で実践が高い

傾向であることが報告されている。介護支援

専門員のチームによる実践に関しては、その

重要性を実践者向けに書かれた教科書的な

文献(日本認知症ケア学会,2008;介護支援専

門員実務研修テキスト作成委員会編,2007) 

が多く、啓発的な示唆にとどまる程度となっ

ており、チームアプローチの促進要因等は検

証されていないのが現状である。また、介護

支援専門員の医療や介護とのチームでの実

践に関する先行研究については、主治医や退

院時の医療機関との連携研究 (古川ほか 

,2007;中田ほか,2011;鳴釜ほか,2011)が報 

告されており、在宅の訪問系サービスである

ホームヘルプサービスや訪問看護とのチー

ムの実践に焦点をあてた研究はほとんどみ

られない。さらに、女性介護支援専門員を対

象とした研究に関しては、ワークストレスへ

の影響要因を検証した調査がある(横山ほか 

,2008;細羽,2011)が、実践に着目した研究で

はない。 

そこで、本研究では、女性介護支援専門

員に着目し、ホームヘルプサービスのコー

ディネーターや訪問看護職とのチーム活動

（以下、チーム活動）の実践とその関連要

因を明らかにすることを目的とする。 

 

Ⅱ.研究方法 

1.調査対象及び方法 

調査対象者は、調査の A 圏域で Wamnet に

登録されており、無作為抽出した介護支援専

門員 500 名である。調査方法は郵送で自記式

調査とした。調査期間は、2010 年 10 月 5 日

～10 月 31 日であった。欠損値を除き、女性

介護支援専門員の回答を分析対象とした有

効回収数は、205 名(41.0％)であった。 

2.倫理的配慮 

倫理的配慮として、京都女子大学臨床研究

倫理審査委員会で承認を得た。対象者には研

究の趣旨や匿名性の確保、データの管理方法

を文書で説明した。 

3.調査項目 

1)従属変数 

従属変数は、女性介護支援専門員による訪

問介護や訪問看護とのチーム活動（以下、『チ

ーム活動』）』25 項目を設定した。25 項目に

ついて表 1 に示す。 
表1　『チーム活動』質問内容

a1チームメンバー間の情報共有の必要性について、在宅高齢者および家族の理解を得る

a2身体的、心理的、経済的負担の軽減など高齢者の利益を優先して、ケアに必要な情報をチームメンバーから積極的に収集する

a3チーム活動によって在宅高齢者の理解を深め、他職種から専門的知識・技術を学び、自身のケアに活かす

a4身体的、心理的、経済的負担の軽減など在宅高齢者の利益を 大にするために連携をおこなうようチームメンバーに働きかける

a5チームメンバーの専門性を尊重し、対等な関係を形成する

a6必要時には情報共有のために時間をかけることの大切さを、チームメンバーに説明する

a7チームメンバーの教育背景や実務経験を把握し、メンバー間の役割を柔軟に捉えてチームに協力する

a8それぞれの専門職としての役割と限界を認識し、チームにどのように貢献できるかを検討し、メンバーの役割を補う

a9チームとしての信頼性を高めるために、他のチームメンバーと高齢者および家族の間に形成されている信頼関係を活用する

a10在宅高齢者の意思表示が明瞭な時期に、意思を多角的に把握し、その思いをチームメンバーと確認する

a11チームメンバーが援助を実践する上で不安を感じた場合、不安を傾聴し、助言を行う

a12家族関係の変化や、家族の介護への関わり方の変化を継続的に把握し、それらをチームメンバーに情報提供する

a13家族の思いを継続的に把握し、家族間の意見がずれていることに気づいたときにはチームで共有し、家族の思いを再確認するようチームメンバーに働きかける

a14在宅高齢者がサービスを利用することを受容する過程に合わせて、チームメンバーの役割を変化させることを提案する

a15在宅高齢者の生活状況の変化を予測し、チームの支援課題として捉え今後の対応方法を提案する

a16他のチームメンバーが相談のためにいつでも来訪できるよう、事業所に立ち寄りやすいような雰囲気づくりを行う

a17チームメンバーへの報告の必要性とタイミング、さらに、報告先のチームメンバーを適切に判断する

a18在宅高齢者の身体的、精神的、社会的な状況の変化がある場合には迅速に情報の共有を図る

a19チームメンバーに対してわかりやすい言葉と適切な文章表現で情報提供する

a20チームメンバー間で疾患に関する知識を共有するよう働きかける

a21目的や状況によって「連絡ノート」「電話」「会議」など も望ましい連絡手段を選択する

a22ケアの具体的内容を視覚的に把握できることや、次兄的で把握するなど、ノートによる情報共有のあり方を工夫する

a23緊急を要する場合など、介護職又は看護職が介護支援専門員の役割を代替して直接関係機関との連絡調整等を行う

a24チームという発想をもち、チームメンバーのそれぞれに割り当てられた役割を果たす

a25チームメンバーからの助言をチーム全体で受け止めて、チームの一員として課題を解決する

質問項目
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『チーム活動』の項目の設定に関して、まず、

先行研究(永嶋ほか,2002;原田ほか,2002;原

田ほか,2006;井上,2006;松井,2006;松井ほ

か,2007;介護支援専門員実務研修テキスト

作成委員会編,2007)より「介護支援専門員が

訪問介護事業所のサービス提供責任者や訪

問看護事業所の訪問看護職とともに在宅高

齢者支援の共通目標を達成するために協力

して働くこと」と操作的定義をした。さらに

質問項目の検討については、先行研究(永嶋

ほか,2002;原田ほか,2002;原田ほか,2006;

井上,2006;松井,2006;松井ほか,2007;介護

支援専門員実務研修テキスト作成委員会編, 

2007)から質問項目を選定し、プロジェクト

チームでブレーンストーミングを行い、項目

の原案を作成し、各項目に対して日頃どの程

度実践できているのかをたずねた。各項目の

回答選択肢には、「実践できていない(1 点)」

「あまり実践できていない(2 点)」「少し実

践できている(3 点)」「だいたい実践できて

いる(4 点)」「実践できている(5 点)」の 5

段階選択肢とし、実践が高いほど点数が高く

なるように得点化した。原案について、実際

従事している介護支援専門員や研究者によ

るパイロットスタディを行い、エキスパート

レビューを受け、内容妥当性を確認した。 

2)独立変数 

独立変数は、先行研究(馬場,2002;綾部ほ

か,2003;伊藤ほか,2004;和気,2004;窪田,20 

04;畑,2005;木村ほか,2007;畑,2010;増田, 

2012;綾部ほか,2012;LEE ほか,2016 )により

検討し、『年齢』、『チームアプローチや連携

に関する職場外研修受講経験の有無』(以下、

『職場外研修』)、『人的資源との肯定的な関

係』の項目を選定した。また、家族等プライ

ベートでの介護体験が介護支援専門員とし

ての仕事を遂行する場面で影響を与えてい

る可能性がある文献(木村,1998)を踏まえ、

『家族等身近な介護経験の有無』(以下、『介

護経験の有無』)を選定した。先行研究(窪

田,2004;長田,1987;小牧ほか,1993)より、

『人的資源との肯定的な関係』は、「介護支

援専門員が実践を展開する過程で利用者と

その家族、職場内外の人的資源と良好または

相談ができる関係」と操作的に定義し 7 項目

を設定した。7 項目は、「b1.職場での人間関

係は、全体としてうまくいっている」、「b2.

上司は私が仕事上の問題で困っているとき、

相談にのってくれる」、「b3.同僚は私が仕事

上の問題で困っているとき、相談にのってく

れる」、「b4.あなたの職場は、他職種・他機

関との連携を重要と考えている」、「b5.在宅

高齢者・家族とおおむね良好な関係を築けて

いる」、「b6.在宅高齢者・家族から信頼され

ている」、「b7.在宅高齢者・家族からよく相

談を受ける」を設定した。各項目に対する回

答選択肢は、「全くそう思わない(1 点)」「あ

まりそう思わない(2 点)」「どちらともいえ

ない(3 点)」「ややそう思う(4 点)」「とても

そう思う(5 点)」の 5 段階選択肢を設定し、

人的資源との肯定的な関係があるほど得点 

が高くなるように得点化した。 

4.分析方法 

分析方法は、まず、『人的資源との肯定的

な関係』7 項目と『チーム活動』25 項目の探

索的および確認的因子分析を行った。次に、

各変数間の関連について、共分散構造分析を

実施しモデルの適合度及び変数間の関連を

確認した。適合度指標には GFI、AGFI、CFI、

RMSEA を用いた。統計解析には SPSS12.0 及

び AMOS5 を用いた。 

 

Ⅲ.研究結果 

 1.調査対象者の特性(単純集計の結果) 

調査対象者の特性の結果を表 2 に示す。本

研究対象の女性介護支援専門員の｢年齢｣は、

50 歳以上が最も多かった。「家族など身近な

介護経験の有無」では、経験ありが 6 割近く

を占めていた。｢チームアプローチや連携等

の職場外研修受講の有無｣は、受講ありが 6

割と多かった。 

表2 本研究対象の女性介護支援専門員の特性

質問項目 人数 %

30代 35 17.1

40代 77 37.6

50代以上 93 45.4

あり 122 59.5

なし 83 40.5

あり 137 66.8

なし 68 33.2

年齢

家族等身近な介護経験の有無

チームアプローチや連携等の職場外研修受講の有無
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2.『人的資源との肯定的な関係』および『チ

ーム活動』(探索的および確認的因子分析の

結果) 

『人的資源との肯定的な関係』の探索的因

子分析の結果を表 3 に示す。 

第1因子 第2因子

ｂ6.在宅高齢者・家族から信頼されている 0.85 -0.02

ｂ7.在宅高齢者・家族からよく相談を受ける 0.79 0.02

ｂ5.在宅高齢者・家族とおおむね良好な関係を築けている 0.73 0.00

ｂ2.上司は私が仕事上の問題で困っているとき、相談にのってくれる -0.03 0.72

ｂ3.同僚は私が仕事上の問題で困っているとき、相談にのってくれる -0.03 0.70

ｂ1.職場での人間関係は、全体としてうまくいっている 0.02 0.67

ｂ4.あなたの職場は、他職種・他機関との連携を重要と考えている 0.05 0.57

Cronbach's α 0.83 0.76

因子相関

第1因子 - 0.29

第2因子 0.29 -

因子抽出法：主因子法,7項目,2因子,Kaiserの正規化を伴うプロマックス法

表3　「肯定的な人的環境」の探索的因子分析の結果

因子
項目内容

職場内外の人的資源との肯定的な関係

利用者や家族との肯定的な関係

因子名

 

除外された項目はなく、2 因子（第 1 因子

「 利 用 者 や 家 族 と の 肯 定 的 な 関 係 （ α

=0.83）」、第 2 因子「職場内外の人的資源と

の肯定的な関係(α=0.76)」）が抽出された。 

次に、確認的因子分析の結果、『人的資源

との肯定的な関係』のモデルの適合度は、χ
2(df)=9.910(13)、GFI=0.986、AGFI=0.971、

CFI=1.000、RMSEA=0.000、各因子から各項目

（観測変数）へのパス係数は、0.59～0.84、

因子間の相関係数は 0.29 であった(図 1)。 
 

利用者や家族との
肯定的な人間関係

職場内外での
肯定的な人間関係

.50

ｂ2

e4

.71

.48

ｂ3

e5

.69

.46

ｂ1

e6

.68

.71

ｂ6

e1

.84

.54

ｂ5

e2

.74

.64

ｂ7

e3

.80

.35

ｂ4

e7

.59

.29

 
 

『チーム活動』の探索的因子分析の結果を

表 4 に示す。 

分析の結果、5 項目が除外され、20 項目 4

因子(第 1 因子「チーム活動のための具体的

手段の活用(α＝0.90)」、第 1 因子「役割分

担と相互支援(α＝0.89)」、第 3 因子「チー

ム活動強化のための実践(α＝0.78)」、第 4

因子「チーム活動の基盤づくり(α=0.83)」)

が抽出された。 

因子名 質問項目 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子

a18在宅高齢者の身体的、精神的、社会的な状況の変化がある場合には迅速に情報の共有を図る 0.89 -0.12 -0.16 0.09

a15在宅高齢者の生活状況の変化を予測し、チームの支援課題として捉え今後の対応方法を提案する 0.77 0.26 -0.05 -0.12

a17チームメンバーへの報告の必要性とタイミング、さらに、報告先のチームメンバーを適切に判断する 0.73 0.01 -0.09 0.14

a19チームメンバーに対してわかりやすい言葉と適切な文章表現で情報提供する 0.66 -0.23 0.12 0.13

a20チームメンバー間で疾患に関する知識を共有するよう働きかける 0.64 0.06 0.04 -0.03

a21目的や状況によって「連絡ノート」「電話」「会議」など も望ましい連絡手段を選択する 0.63 -0.16 0.23 -0.04

a10在宅高齢者の意思表示が明瞭な時期に、意思を多角的に把握し、その思いをチームメンバーと確認する 0.63 0.26 -0.08 -0.10

a12家族関係の変化や、家族の介護への関わり方の変化を継続的に把握し、それらをチームメンバーに情報提供する 0.55 -0.02 0.23 0.03

a13家族の思いを継続的に把握し、家族間の意見がずれていることに気づいたときにはチームで共有し、家族の思いを再確認するようチームメンバーに働きかける 0.44 0.23 0.12 0.03

a7チームメンバーの教育背景や実務経験を把握し、メンバー間の役割を柔軟に捉えてチームに協力する -0.20 0.99 0.03 -0.06

a8それぞれの専門職としての役割と限界を認識し、チームにどのように貢献できるかを検討し、メンバーの役割を補う -0.03 0.79 0.12 0.06

a6必要時には情報共有のために時間をかけることの大切さを、チームメンバーに説明する 0.08 0.78 -0.09 0.02

a9チームとしての信頼性を高めるために、他のチームメンバーと高齢者および家族の間に形成されている信頼関係を活用する 0.14 0.59 0.09 0.05

a24チームという発想をもち、チームメンバーのそれぞれに割り当てられた役割を果たす 0.04 -0.02 0.87 0.08

a25チームメンバーからの助言をチーム全体で受け止めて、チームの一員として課題を解決する 0.29 0.03 0.65 -0.12

a23緊急を要する場合など、介護職又は看護職が介護支援専門員の役割を代替して直接関係機関との連絡調整等を行う -0.11 0.07 0.59 0.00

a1チームメンバー間の情報共有の必要性について、在宅高齢者および家族の理解を得る 0.03 -0.09 -0.06 0.79

a2身体的、心理的、経済的負担の軽減など高齢者の利益を優先して、ケアに必要な情報をチームメンバーから積極的に収集する 0.01 0.15 0.00 0.74

a5チームメンバーの専門性を尊重し、対等な関係を形成する 0.01 0.05 0.20 0.54

a4身体的、心理的、経済的負担の軽減など在宅高齢者の利益を 大にするために連携をおこなうようチームメンバーに働きかける 0.16 0.26 -0.05 0.49

Cronbach's α 0.90 0.89 0.78 0.83

因子相関

第1因子 - 0.62 0.70 0.69

第2因子 0.62 - 0.54 0.66

第3因子 0.70 0.54 - 0.57

第4因子 0.69 0.66 0.57 -

因子抽出法：主因子法,20項目,4因子,Kaiserの正規化を伴うプロマックス法

表4　「チーム活動」の探索的因子分析の結果

第1因子

＜チーム活動のための割分担と相

互支援＞

第4因子

＜チーム活動の基盤づくり＞

第3因子

＜チーム活動強化のための実践＞

第2因子

＜チーム活動のための具体的方法

の活用＞

 

次に、確認的因子分析の結果、『チーム活

動』のモデルの適合度は、χ2(df)= 211.458 

 (101)、GFI=0.903、AGFI=0.870、CFI=0.953、

RMSEA=0.006、各因子から各項目（観測変数）

へのパス係数は、0.50～0.93、因子間の相関

係数は 0.61～0.78 であった(図 2)。 
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3.女性介護支援専門員による『チーム活動』

の関連要因(共分散構造分析の結果) 

共分散構造分析の結果を図 3 に示す。モデ

ル の 適 合 度 は 、 χ 2(df)=63.432(27)、

GFI=0.938 、 AGFI=0.896 、 CFI=0.928 、

RMSEA=0.081 であった。『チーム活動』に対

  n=205,χ2=9.910,df=13,GFI=0.986,AGFI=0.971,CFI=1.000,RMSEA=0.000 

図 1 『人的資源との肯定的関係』確認的因子分析結果 

  n=205,χ2=211.458,df=101,GFI=0.903,AGFI=0.870,CFI=0.953,RMSEA=0.006 

図 2『チーム活動』確認的因子分析結果 
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し、「チームアプローチや連携に関する研修

受講の有無」が 5%水準、「職場内外での肯定

的な人間関係」「利用者や家族との肯定的な

関係」が 0.1％水準でそれぞれ有意な関連を

示した。 
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Ⅳ.考察 

分析の結果、利用者や家族との肯定的な人

間関係が『チーム活動』に最も強い影響を与

えていた。介護支援専門員による利用者や家

族との関係性を重視する文献(渡部,2002;介

護支援専門員実務研修テキスト作成委員会

編,2007;白澤,2004;國光,2004)を支持する

結果であり、利用者や家族に寄り添う支援を

遂行するために不可欠なことであるため、チ

ーム活動に関連を示したと推察される。当事

者である利用者との関係が築かれているこ

とは、チーム単位で利用者支援に介入しやす

くなること、チームの各メンバーの役割分担

内容に関する情報を利用者と共有しやすく

なることから最も強い関連要因として示さ

れたと考える。また、家族に関しては、近年

の先行研究において、介護支援専門員には利

用者本人とともに家族介護者支援の必要性

が指摘されている(畑,2012)。家族は利用者

にとって身近な存在でかつキーパーソンで

あると同時に利用者を支援していくうえで

利用者とともに援助対象者として構成され

るため(菊池,2007;Noelker,2002;Twigg,199 

4)、チーム活動に影響をしたと推察される。 

チーム活動に影響を与えていた職場内の

肯定的な人間関係に関して、職場内での人間

関係が全体的に良いことは、介護支援専門員

にとって管理者や他のスタッフに相談しや

すい環境にもつながる。よって、在宅生活で

様々なニーズを抱える利用者を対象とする

介護支援専門員のケースの課題の抱え込み

を防ぎ、居宅介護支援事業所としての支援案

等他の事業所の訪問看護職やホームヘルプ

サービスコーディネーターに提案すること

が可能となり円滑なチームでの展開を促す

ことにつながると考える。指定居宅介護支援

等の事業の人員及び運営に関する基準(以下、

指定基準)に第 3 条および第 17 条によれば、

居宅介護支援事業所には管理者が配置され

ており、介護支援専門員の業務を管理してい

くことが規定されている(厚生労働省,2016)。

つまり、管理者は介護支援専門員にとって上

司という役割を担うことになる。管理者と肯

定的な関係であることは、介護支援専門員が

実践の展開に行き詰まった時に上司である

管理者と共に対応方法を職場内で検討する

ことが可能になると考える。また、細羽

(2011)の研究によれば、女性介護支援専門員

にとって上司からの支援は業務に関する不

満を低下させ、利用者へのケアマネジメント

実践への取り組みを高めている可能性があ

ると報告されている。つまり、管理者は介護

支援専門員にとって支持的サポートやスー

パーバイズを得ることのできる最も身近な

人的資源であると考える。同僚に関しては、

事業所内で複数配置されている他の介護支

援専門員が存在していると推察される。介護

支援専門員同士だからこそ実践上の悩みの

相談を打ち明け具体的な支援案を共に検討

し、チーム活動にも活かすことが可能となる。

よって、以上の理由から職場内での肯定的な

人間関係の要因がチーム活動に関連を示し

たと考える。 

次に、職場外の肯定的な人間関係に関して、

指定基準1条の2において居宅介護支援事業

所は、様々な関係機関と連携に努めなればな

らないと規定されている(厚生労働省,2016)。

つまり、地域の関係機関や職種との連携を努

めるために、介護支援専門員には他の関係機

関に所属する職種との良好な関係づくりが

求められてくる。チームで活動していくには、

  n=205,χ2=63.432,df=27,GFI=0.938,AGFI=0.896,CFI=0.928,RMSEA=0.081 

図 3 『チーム活動』の関連要因 (共分散構造分析) 
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チームの各メンバーの役割遂行とメンバー

間コミュニケーションが不可欠であること

(国分,1985;エイミー,2014)、また、チーム

と し て 成 功 す る に は 協 働 の 重 要 性 ( 古

川,2004;野中,2007)も指摘されている。肯定

的な人間関係であることにより、表4の因子

分析結果で構成された項目であるメンバー

の専門性の尊重や対等な関係形成づくり、チ

ーム内での情報提供や共有、確認、メンバー

の役割への補完等の実践が可能になるため、

チーム活動に関連を示したと考える。 

「チームアプローチや連携に関する職場

外研修受講の有無」がチーム活動に影響を与

えていた。過去に職場外の研修でチームアプ

ローチやチームワーク、連携等をテーマとし

た内容の受講経験のある女性介護支援専門

員は、チーム活動の実践が高かった。研究目

的で述べたように介護支援専門員の新カリ

キュラムの研修で新規内容としてチームア

プローチや連携に関する講義及び演習が組

み込まれており(厚生労働省,2014)、本研究

の検証結果から、連携やチームでの展開に関

する研修内容を取り入れることの重要性が

示唆されたといえよう。職場外研修の受講を

通して、職場外の他の事業所の職種のチーム

アプローチのための関係の築き方（情報交換

や支援方法を一緒に検討していくトレーニ

ング等）を習得する機会を得ている可能性が

ある。さらに研修で得たことを自らの実践に

つなげていることから関連したと考える。 

 

Ⅴ.本研究の限界と課題 

 本研究の限界と課題について、本研究では、

調査対象者を A 圏域に限定しており、一般化

することはできない。他の地域にも同様の調

査を行う等調査対象を拡大し検証するなど

により一般的な傾向をとらえる必要がある。 

次に、本研究では、女性介護支援専門員を

対象とした調査研究成果をまとめたが、今後

は、女性介護支援専門員とともにチーム活動

を実践している訪問介護事業者のサービス

提供責任者側や訪問看護事業所の訪問看護

職側の回答傾向についても明らかにしてい

く必要がある。それぞれの職種での相違点や

互いの共通点を見出していくことにより、在

宅におけるチーム単位での実践のあり方が

明らかになると考える。 

本研究は、「International conference on 

Working Women in an Ageing Society2016」

での成果発表を加筆したものである。 
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